認可地縁団体について

平成３年に地方自治法が改正され地区会などの地縁による団体で、一定の要件に該当する場合は、町長の認可があれば「法人格」を取得できるようになり、地区会などの名義で不動産登記ができるようになりました。


一定の地域内に住所を有する者で組織された団体で、その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理などの地域的な共同活動を行っている団体が地縁による団体として認められています。
　したがって、宗教団体、老人会、婦人会、スポーツ愛好会のように特定目的、特定の属性を必要とする団体は、地縁による団体とは認められません。
　地縁による団体として認可を受けることができる団体は、現に不動産または不動産に関する権利を保有しているか、これから保有する予定のある団体です。

＜認可の要件は次の４つ＞
1 区域の住民相互の連絡
2 環境の整備
3 集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持
4 形成に資する地域的な共同活動
を行なうことを目的とされています。


当該団体の規約に基づき召集された総会において認可を申請する旨の議決を行なう必要があります。

＜認可申請書類＞
1 認可申請書
2 規約
3 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類

・議決した総会の議事録

4 構成員の名簿
5 保有資産目録又は保有予定資産目録
6 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行なっていることを記載した書類

・当該年度の事業計画書、収支予算書

・申請前年度の事業報告書、収支決算書

7 申請者が代表であることを証する書類
・選任された総会の議事録、役員就任承諾書

8 その他必要な書類

・１万分の１の地形図に、認可申請する地縁団体の区域を図示したもの

・団体の印鑑


◎法務局で不動産を地縁団体の名義で登記することができます。 
　　　（詳しくは、法務局にお問い合わせください。） 
◎市町村役場で、地縁団体の印鑑を登録することができます。 
　　　（詳しくは、市町村役場にお問い合わせください。） 
◎市町村役場で、地縁団体の台帳の写しや印鑑登録証明書の交付を受けるこ
　とができます。
　　　（手数料が必要です。詳しくは、市町村役場にお問い合わせください。）

地縁団体の代表者の変更、規約の変更等の事実があった場合には、必ず市町村役場に届出をしてください。
　届出に基づき告示事項に変更があった旨の告示が行われない限り、その変更について第三者に対抗することができません。
＜変更した場合に届出が必要となる主な事項＞

　・　地縁団体の名称
　・　規約に定める目的、区域、事務所、解散の事由
　・　代表者の氏名及び住所



◆地縁による団体とは？





◆地縁による団体が法人格を得るための認可の要件





◆地縁による団体の認可申請手続き





◆地縁団体として認可されたら





◆告示した事項に変更があった場合には、届出をしてください





◆地区会などの名前で不動産登記ができます
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